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総　　説

 I ．はじめに

ICT（Information and Communication Technology）は

日進月歩で発展しており，その活用は世界中で広がっ

ている．身近な ICT 機器である携帯電話の普及率で

は，先進国はもとより，多くの途上国でも普及率は

75％を超えており，先進国・途上国を問わず，世界的

に普及が進んでいることが見て取れる（総務省，2014）．

わが国における 2014 年末の携帯電話の世帯普及率は，

94.6％となっており（総務省，2015），近年はクラウド

サービスの普及やスマートフォン，タブレット等の多

機能な携帯機器の進展等により，効率的なネットワー

ク化の可能性が広がりつつある．

医療の分野に目を向けると，ICT を積極的に活用す

ることにより，地域における医師の不足・偏在，医療

従事者の負担増，超高齢化社会による医療・介護需要

の増大といった様々な課題の解決に貢献することが期

待されている．わが国においては 2000 年に政府が打ち

出した「e-Japan 戦略」を機に，医療現場においても IT

（Information Technology）化が進み，様々な ICT が導入

されている（野村総合研究所，2014）．

特に普段から操作に慣れたスマートフォン等の携帯

電話やタブレット端末の活用は，専用端末のみで構成

した場合と比べ安価に医療・ヘルスケアのシステムを

構築することが可能であることに加え，利用者本人に

もなじみやすいといったメリットが考えられる．

このような携帯端末の利便性に着目し，近年では携

帯端末を利用した治療支援や患者教育といった患者に

介入する取り組みも行われており（権ら，2014；七條，

2014；Wei ら，2010），さらに一般人も利用できる医療，

健康増進を支援する携帯端末用の様々なアプリケー

ションも開発されている（野村総合研究所，2014）．

看護分野においても携帯端末の活用が広がっている

事は筆者らも実感するところであり，実際，医学中央

雑誌（以下，医中誌）で，「看護 and（携帯 or モバイ

ル or 端末 or タブレット or mobile）」で検索をすると，

1434 件の文献がヒットする（2016 年 9 月 8 日時点）．最

新の 5 年分だけに限定すると 728 件と全体の約半数を

占めるため，近年増加傾向にあることが窺える．これ

らの文献の中には，看護ケアや看護職による治療支援，

患者教育といった何らかの看護介入を報告したものも

含まれている．

国際的には看護介入における携帯端末活用の有効性

を検討した研究も報告されている（Hansen，2015；

Maslakpak ら，2016）．また，医療において携帯端末を

活用した研究のシステマティックレビューも報告され

ている（Jongh ら，2012；Vodopivec-Jamsek ら，2012；

Ershad ら，2016）．しかし，これらのレビューは世界各

国の研究を対象とし，また，看護介入以外の研究も対

象としていたり，慢性疾患患者など特定の領域のみを

対象としているなど，本研究のように，一国における

ICT を活用した看護介入の効果を検証した研究を全体

的に概観したものではない．また，先行研究において

も，わが国における ICT を活用した看護介入の効果を

検証した研究の文献レビューは見当たらなかった．

わが国の医療における ICT 活用の拡大にともない，

このような携帯端末による ICT を活用した看護介入は，

今後も拡大していくことが考えられるが，当然のこと
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ながら活用するに当たっては，その効果や有用性を十

分に吟味する必要がある．効果を証明するためのエビ

デンスの蓄積には信頼性の高い研究が欠かせない．特

に臨床試験は介入の効果の有無を明らかにするために，

しばしば行われる介入研究法である．わが国における

看護分野における携帯端末による ICT のより効果的な

活用のためにも，関連するこれまでの臨床試験につい

て検討することは，意義があると考えられる．そこで

本研究では携帯端末による ICT を活用した看護介入の

臨床試験に焦点を当てて文献検討を行い，研究の現状

とその課題を明らかにすることを目的に実施した．

II．研究方法

1．文献検索方法

文献の収集は医中誌 Web を用いて，2016 年 8 月まで

に収録されたデータを対象に「看護 and（携帯 or モバ

イル or 端末 or タブレット or mobile）」のキーワードを

入力し，絞り込み条件として，「原著論文」，「会議録除

く」を加えた．検索された 540 件について，さらに以

下の条件に基づいて文献を絞り込んだ．

1）日本で実施され，携帯端末が有している，データ処

理，映像・音声技術，通信機能といった ICT を利用

して看護介入を行い、その効果を評価した臨床試験

であること．そのため，例えば紙のパンフレットの

代わりとして施設が所有している iPad などのタブ

レットにパンフレットの PDF をダウンロードさせて

おき，患者の説明に用いたことのみを検証したよう

な研究は除外した．

2）介入の効果を定量的なアウトカムを用いて評価した

量的研究であること．

3）看護教育に関する研究は除外した．

4）学会報告の論文集に記載されている論文は除外した．

5）エビデンスの蓄積を検証するという観点から，同じ

研究を複数の論文で発表している場合であっても，異

なる視点（アウトカム）で分析し効果を検証してい

れば，それぞれの論文を対象とした．

2．分析方法

上記の方法で収集した文献を以下の視点から分析した．

研究のデザインと特徴，対象者と人数，用いた携帯

端末機器，介入の方法および介入期間，介入の結果か

ら，研究の動向と課題を明らかにする．

なお，用いた携帯機器の分類については，スマート

フォン等を含め最初から通話機能を有する携帯端末は

全て「携帯電話」として分類した．

III．結　果

本研究で対象となった論文数は 11 件であった．論文

を発表年順にまとめたものを表 1 に示す．

1）文献の研究デザインと特徴

本研究の対象となった 11件の論文のうち，無作為化

比較試験が行われていたのは 1件のみであった．他に

対照群を置いていた研究は 2 件あったが，そのうち 1件

は無作為化されておらず，しかも対照群は 1名であり，

さらに患者ではない健康な成人であった．もう 1件の研

究は母親を対象に介入していたが，対照群となる母親

は置いていなかった．また，この研究は母親の子どもも

対象としており，介入を受けた母親の子どもと，介入を

受けていない母親の子どもの予防接種率を比較してい

た．しかし，介入を受けた母親が無作為に抽出された

のかは記述が無く不明であった．その他の 8 件の論文は

全て対照群を置かず，1群のみの研究であった．1群の

みの研究 8 件のうち，1件は介入期間中，持続的にデー

タを収集しており，2 件は介入終了後にしか評価の調査

をしていなかった．対照群を置いた 3 件の研究のうち，

1件は介入終了後にしか評価の調査をしていなかった．

2）対象者と人数

対象者は，成人の患者を対象としたものが 4 件，患

児を対象としたものが 1 件，介護者や家族を対象とし

たものが 4 件，初産婦を対象としたものが 1 件，母親

とその子どもを対象としたものが 1 件であった．人数

については，20 名以上に介入した研究は 1 件のみであ

り，残りの 10 件のうち，4 件は介入した人数が 10 名

以下だった．また，対象者のサンプルサイズを計算し

ていたものは 1 件のみだった（Okutsu ら，2014）．

3）用いた携帯端末機器

携帯電話が 7 件であり，その他はタブレット，タブ

レット PC，iPad，iPad mini がそれぞれ 1 件であった．

4）介入の方法および介入期間

携帯端末は多様な機能を有しているため，研究に

よっては同じ研究の中であっても，携帯端末の複数の

機能を利用して様々な介入をしていた．主なものをい

くつかに分類すると，情報提供に関するものが 7 件（赤

星ら，2005；亀井ら，2006；滝沢ら，2013；梅田ら，

2015；山田ら，2003；山田ら，2004；山田ら，2005），治

療支援に関するものが 6 件（亀井ら，2006；木原ら，

2016；Okutsu ら，2014；滝沢ら，2013；梅田ら，2015；

横田ら，2011），モニタリングに関するものが 5 件（東
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い
た
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器
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究
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究
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徴
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評
価
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期

結
　
　
　
果

山
田
ら

（
2
0
0
3
）
携
帯
電
話
に
よ
る
電
子
メ
ー
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
が
在
宅
介
護
者
の
疲
労
感
に
及
ぼ
す
効
果

在
宅
要
介
護
高
齢

者
の
女
性
介
護
者

1
2
名

携
帯
電
話

介
護
者
同
士
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
，
健
康
や
介

護
の
情
報
の
発
信

2
週
間

1
群
で
の
前
後

比
較

イ
ラ
イ
ラ
の
状
態
が
有
意
に
低
下
し
た

山
田
ら

（
2
0
0
4
）

携
帯
電
話
に
よ
る
電
子
メ
ー
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
が
在
宅
介
護
者
の
健
康
に
及
ぼ
す
効
果
　

介
護
者
の
電
子
メ
ー
ル
の
内
容
分
析

在
宅
要
介
護
高
齢

者
の
女
性
介
護
者

1
2
名

携
帯
電
話

介
護
者
同
士
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
，
健
康
や
介

護
の
情
報
の
発
信

2
週
間

1
群
で
の
前
後

比
較

情
報
提
供
を
し
た
介
護
者
ほ
ど
「
気
力

の
減
退
」
が
有
意
に
低
下
し
た

.,
質
問

を
し
た
介
護
者
ほ
ど
イ
ラ
イ
ラ
の
状
態

が
有
意
に
低
下
し
た

赤
星
ら

（
2
0
0
5
）

携
帯
電
話
を
利
用
し
た
「
子
育
て
支
援
携
帯

ネ
ッ
ト
」
の
作
成
と
運
用
　
予
防
接
種
に
関

す
る
情
報
を
中
心
と
し
て

母
親
と
子
ど
も

母
親
（
介
入
群
）：

5
2
名

乳
児
：

1
0
7
名

母
親
が
介
入
群
：

3
4
名

母
親
が
対
照
群
：

7
3
名

 

携
帯
電
話

子
育
て
・
感
染
症
発
生
動
向
・
地
域
の
社
会
サ
ー

ビ
ス
の
情
報
・
健
康
診
査
・
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
・

予
防
接
種
に
関
す
る
情
報
の
発
信
，
次
回
予
防

接
種
の
通
知

1
0
週
間

母
親
が
無
作
為

抽
出
か
は
不
明

介
入
後
の
み
調

査

子
育
て
支
援
携
帯
ネ
ッ
ト
に
参
加
し
た

母
親
の
子
ど
も
は
予
防
接
種
率
が
高

か
っ
た

山
田
ら

（
2
0
0
5
）

6
ヵ
月
間
の
携
帯
電
話
を
用
い
た
電
子
メ
ー
ル

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
介
護
者
の
健
康
に
与
え
る
効

果
女
性
介
護
者

6
名

携
帯
電
話

介
護
者
同
士
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
，
健
康
や
介

護
の
情
報
の
発
信

6
ヶ
月

1
群
で
の
前
後

比
較

イ
ラ
イ
ラ
の
状
態
の
特
性
が
有
意
に
低

下
し
た

亀
井
ら

（
2
0
0
6
）

在
宅
酸
素
療
法
実
施
者
の
長
期
療
養
管
理
を

目
的
と
し
た
遠
隔
看
護
支
援
シ
ス
テ
ム
の
開

発
と
利
用
効
果

在
宅
酸
素
療
法
実

施
患
者

４
名

介
入
群
：

3
名

対
照
群
：

1
名

タ
ブ
レ
ッ
ト

（
S

H
A

R
P
ペ

ン
タ
ー
ミ
ナ
ル

R
W

-E
3
0
0
）

w
eb
教
材
閲
覧
，
端
末
を
利
用
し
た
質
問
回
答
，

看
護
･
リ
ハ
ビ
リ
の
た
め
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
，
健

康
状
態
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
，
急
性
憎
悪
の
ト
リ

ア
ー
ジ
・
対
応

7
1
～

1
7
2
日

非
無
作
為
化
に

よ
っ
て
介
入
群

と
対
照
群
を
設

置
し
た

2
群
間

に
よ
る
比
較

「
身
体
の
痛
み
」「
社
会
生
活
機
能
」
の

改
善
を
認
め
た

横
田
ら

（
2
0
1
1
）

イ
ン
ス
リ
ン
導
入
に
不
安
の
強
い
患
者
へ
の

携
帯
電
話
を
用
い
た
試
験
外
泊

 時
の
看
護
介

入
効
果

試
験
外
泊
を
す
る

糖
尿
病
患
者

5
名

携
帯
電
話

連
絡
を
必
要
と
し
た
時
，
血
糖
自
己
測
定
・
も

し
く
は
イ
ン
ス
リ
ン
自
己
注
射
で
困
っ
た
時
，

血
糖
値
の
報
告
，
低
血
糖
時
の
対
応
が
不
安
な

時
な
ど
，
携
帯
テ
レ
ビ
電
話
に
よ
っ
て
対
応

2
日

1
群
で
介
入
後

の
み
調
査

イ
ン
ス
リ
ン
注
射
や
血
糖
自
己
測
定
へ

の
手
技
の
支
援
は
，
外
来
や
入
院
時
の

教
育
に
よ
り
外
泊
中
に
も
比
較
的
円
滑

に
実
施
で
き
て
い
た
。

滝
沢
ら

（
2
0
1
3
）
在
宅
難
病
患
者
家
族
へ
の
総
合
在
宅
遠
隔
医

療
シ
ス
テ
ム
の
開
発

在
宅
難
病
患
者
家

族
1
3
名

iP
a
d

生
体
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
収
集
・
観
察
，
診
療
結
果

の
テ
キ
ス
ト
情
報
の
閲
覧
，
テ
レ
ビ
（

W
E

B

会
議
）
機
能

不
明

1
群
で
介
入
後

の
み
調
査

ケ
ア
の
有
効
性
の
実
感
，
安
心
感
，
日

常
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
向
上

し
た

O
ku

ts
u
ら

（
2
0
1
4
） 

E
ff

e
c

ts
 o

f 
M

o
b

il
e

 P
h

o
n

e
 U

sa
g

e
 i

n
 

S
u

p
p

o
rt

in
g
 L

eg
 L

y
m

p
h

ed
em

a
 S

el
f-

ca
re

性
器
癌
手
術
後
の

リ
ン
パ
浮
腫
患
者

3
0
名

介
入
群
：

1
5
名

対
照
群
：

1
5
名

携
帯
電
話

携
帯
電
話
の
ビ
デ
オ
・
メ
ー
ル
・
音
声
機
能
を

利
用
し
て
患
者
の
セ
ル
フ
ケ
ア
の
相
談
に
対
応

し
た

3
ヶ
月

無
作
為
化
比
較

試
験
に
よ
る

2

群
間
に
よ
る
比

較

セ
ル
フ
ケ
ア
の
実
施
環
境
，
靴
の
選
択
，

浮
腫
の
観
察
，
保
湿
，
セ
ル
フ
ド
レ
ナ
ー

ジ
，
圧
迫
帯
の
着
用
お
よ
び
包
帯
の
実

施
な
ど
の
点
で
有
意
に
良
好
だ
っ
た

東
田
ら

（
2
0
1
5
）

妊
娠
・
産
褥
期
の
携
帯
電
話
を
用
い
た
双
方

向
通
信
シ
ス
テ
ム
の
開
発
　
シ
ス
テ
ム
の
受

容
度
と
受
動
喫
煙
状
況
の
把
握
に
お
け
る
有

用
性
の
検
討

2
0
歳
以
上
の

初
産
婦

1
7
名

携
帯
電
話

週
に
一
度
，
自
己
健
康
管
理
の
た
め
の
ア
ン
ケ
ー

ト
が
配
信
さ
れ
る

8
週
間
以
上

1
群
で
持
続
的

に
デ
ー
タ
収
集

シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
受
容
度
は
高
か
っ
た
。

妊
婦
や
褥
婦
の
周
囲
の
喫
煙
状
況
を
把

握
す
る
方
法
と
し
て
も
有
用
で
あ
っ
た

梅
田
ら

（
2
0
1
5
）

行
動
変
容
モ
デ
ル
を
取
り
入
れ
た
遠
隔
看
護

支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関
す
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
研

究

植
え
込
み
型
心
臓

機
器
を
使
用
し
て

い
る
患
者

9
名

タ
ブ
レ
ッ
ト

P
C

患
者
の
健
康
状
態
，
植
え
込
み
型
心
臓
機
器
の

デ
ー
タ
の
送
信
，
行
動
変
容
に
合
わ
せ
た
フ
ィ
ー

ド
バ
ッ
ク
，
患
者
へ
の
食
事
や
水
分
管
理
の
コ

メ
ン
ト
の
送
信
，
緊
急
時
の
連
絡
・
対
応

3
ヶ
月

1
群
で
の
前
後

比
較

心
不
全
セ
ル
フ
ケ
ア
行
動
値
が
有
意
に

改
善
し
た

木
原
ら

（
2
0
1
6
）
タ
ブ
レ
ッ
ト
型
携
帯
端
末
を
用
い
た
小
児
糖

尿
病
自
己
管
理
支
援
シ
ス
テ
ム
の
効
果

小
児
糖
尿
病
サ

マ
ー
キ
ャ
ン
プ
に

参
加
し
た
子
ど
も

1
8
名

iP
a
d

 m
in

i

血
糖
値
，
食
事
，
イ
ン
ス
リ
ン
投
与
量
･
種
類
，

活
動
量
，
自
己
評
価
の
デ
ー
タ
を
入
力
，
グ
ラ

フ
化
し
て
デ
ー
タ
を
振
り
返
る
こ
と
が
で
き
る

2
日

1
群
で
の
前
後

比
較

セ
ル
フ
ケ
ア
行
動
尺
度
得
点
が
有
意
に

上
昇
し
た
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田ら，2015；亀井ら，2006；木原ら，2016；滝沢ら，

2013；梅田ら，2011），心理支援に関するものが 5 件

（亀井ら，2006；山田ら，2003；山田ら，2004；山田ら，

2005；横田ら，2011），連携 ･ 連絡の強化に関するもの

が 4 件であった（亀井ら，2006；滝沢ら，2013；梅田

ら，2015；横田ら，2011）．介入期間については，最も

短いもので 2 日間（2 件），最も長いものは 6ヶ月（1

件）であった．介入期間についての記載がなく，不明

なものが 1 件，厳密に介入期間が定まっていないもの

が 2 件であった．介入期間が決まっている研究 8 件の

うち 4 件が，介入期間が 1ヶ月未満であった．

5）介入の結果

心理状態の改善に関するものが 4 件（滝沢ら，2013；

山田ら，2003；山田ら，2004；山田ら，2005），セルフ

ケアの向上に関するものが 3 件（Okutsuら，2014；梅

田ら，2015；木原ら，2016），手技の向上に関するもの

が 2 件（Okutsuら，2014；横田ら，2011），予防接種率

に関するもの（赤星ら，2005），身体の痛みの改善に関

するもの（亀井ら，2006），社会生活機能の改善に関す

るもの（亀井ら，2006），コミュニケーションの向上に

関するもの（滝沢ら，2013），双方向通信システムに対

する受容度に関するもの（東田，2015），妊婦や褥婦の

周囲の喫煙状況を把握する方法の評価に関するもの（東

田，2015）がそれぞれ 1 件であった．また，統計的な裏

づけによって介入の効果が認められた研究は 7 件であっ

た（赤星ら，2005；Okutsuら，2014；梅田ら，2015；木

原ら，2016；山田ら，2003；山田ら，2004；山田ら，2005）．

IV．考　察

本研究では，看護における携帯端末による ICT を活

用した臨床試験について，広く概観するために，発表

年や臨床領域，対象者を限定しなかったが，それでも

本研究の条件に該当した文献は 11 件のみだった．医中

誌Web で，前述した「看護 and （携帯 or モバイル or 端

末 or タブレット or mobile）」のキーワードで絞り込み

条件をかけずに検索すると，1,434 件がヒットすること

を考えると，多くの看護の場面で携帯端末を活用しな

がらも，それらの効果や有効性が十分に検証されてい

ない現状が示唆される．また，11 件の論文のうち，3

件の筆頭研究者が同一の研究者であり（山田ら，2003，

2004，2005），これらの臨床試験に取り組んでいる研究

者が限られている状況もうかがえた．

本研究の結果を見る限り，信頼性の高いデザインで

臨床試験が行われているとは言い難い．臨床試験にお

いて最も高いエビデンスが得られるのは，無作為化比較

試験であり，海外では無作為化比較試験によって看護

介入における携帯端末活用の有効性を検討した研究も

報 告 さ れ て い る（Hansen，2015；Hannanら，2016； 

Maslakpakら，2016）．しかし，本研究の結果において無

作為化比較試験が行われたのは Okutsuら（2014）1件

のみであった．対照群を置いていても無作為化されなけ

れば選択バイアスの可能性が残り，同質な集団でなけ

れば、正確な比較ができない．1群のみを対象とした介

入研究では選択バイアスや自然治癒の影響等が排除で

きないといったデメリットがある．介入後しか評価の調

査をしていない研究においては，特に介入前の状態に

ついての想起バイアスの影響を増幅させる恐れがある．

このような結果の理由として，対照群を置くと研究

に参加しても介入が行われない，といった倫理面の影

響や，それだけ被験者を多く集めなければならない，と

いった人数の問題，特に医療の臨床現場で研究を行う

場合，普段の業務が多忙なため，多くのデータを集め

る余裕がない，等の理由が考えられる．しかし，近年

は介入群の介入後に，対照群にも同様の介入を行う，順

番待ち対照群（Wait-List Control）を設定した研究も見

られるようになってきており（Carta ら，2013），倫理

面での配慮が行われるようになっている．被験者の確

保については，多くの研究者や機関からの協力を求め

る事も必要かと思われる．データの収集については，近

年は医療のデータも IT 化されて管理するようになって

きており，例えば Zhang ら（2013）は，電子保健記録

システムにおいてインターネットを利用することによっ

て臨床判断を支援する取り組みについて報告している．

今後，IT 機器を活用する事によって，データの収集が

容易になる可能性がある．ただその場合も，情報のセ

キュリティの問題や倫理面に配慮する必要がある．

用いた携帯端末機器の中で携帯電話が最も多かった

理由として，身近な機器であるため対象者が操作もし

やすく，それだけ導入がしやすいことが考えられる．近

年は iPad といったタブレット端末の利用者も増えてい

る事から，今後はタブレット端末による ICT を活用し

た看護介入も増えてくるかもしれない．しかし，特に

対象者の所持している携帯機器を利用する場合，古い

携帯機器など機種によっては介入に必要な機能を有し

ていない可能性も考えられる．その場合，機種によっ

て介入に制約を受ける，あるいは対象者が限定される

ことも考えられる．そのような場合は，介入のために，

対象者が所持している携帯機器とは別の携帯機器を譲

り受ける，あるいはレンタルする必要があるが，それ

が有償な場合は，経済的な負担が発生する．また，別

の機器の操作法を新たに覚える必要性が生じる，といっ

たデメリットが発生する．今後は，多数の者に介入す
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るためにも，様々な携帯機器を用いながらも同じ介入

を行うための工夫を考える必要があると考えられる．

本研究の結果からも，これまでの報告（Jongh ら，

2012；Vodopivec-Jamsek ら，2012；Ershad ら，2016）の

ように，介入可能な対象者の多様性，携帯端末の複数

の機能の利用した介入，多様な成果が認められた．

対象者が様々であったことからも，携帯端末による

ICT を活用した看護介入は，様々な場面で実施されて

いることが示唆された．社会のさらなる ICT の活用に

ともない，今後も対象者の範囲は拡大するものと思わ

れ，同時に関連する臨床試験の報告数も増加する事が

期待される．また海外では，携帯端末を利用すること

による安価なコストに着目し，低所得者を対象とした

研究も報告されている（Carta ら，2013）．しかし，携

帯端末を利用するには，当然ある程度の知識やスキル

が必要であり，特に対象者が携帯機器の操作を必要と

する介入の場合，例えば意識レベルが低下している，理

解力が乏しい，身体的な障害で携帯機器の操作が出来

ない等といった者は，対象には適さない．また，信頼

性の高い研究のためには，対象者の適切なサンプルサ

イズを計算する必要があるが，対象となった研究の中

でサンプルサイズを計算していたのは 1 件のみであり，

今後の課題であると考えられた．

多機能を有する携帯端末は，1 台の端末で様々な介

入を行えることが大きな利点である．例えば亀井ら

（2006）が行った研究では 1 台の端末で，web 教材閲覧，

質問回答，看護 ･ リハビリのためのメッセージ送信，健

康状態のモニタリング，急性憎悪のトリアージ・対応，

といった多様なアプローチを行っている．アプローチ

が多様ということは，それだけ対象者に合わせて柔軟

にアプローチする事が可能となり，より効果を高める

事が期待できるのではないかと考えられる．また，亀

井ら（2006）や梅田ら（2015）の研究のような，患者

の状態のモニタリングを行い，緊急時には医療機関に

連絡する等の対応を行うといった介入は，医療の知識

を持ち合わせた看護師と携帯端末による ICT 活用の強

みを上手く組み合わせた介入と言える．さらに赤星ら

（2005）のように，地域住民を対象に情報を配信するよ

うな介入であれば，対象者がいる場所にかかわらず，一

度に多数の者に介入が可能である．患者の情報をモニ

タリングする介入であれば，情報が電子化されて保存

されていれば，携帯端末からデータや記録をいつでも

見ることが出来る．本人が所有している携帯機器を用

いる場合，多くの人が日常的に手元に所持しているた

め，必要な時にすぐに情報を得る事ができることも大

きなメリットであろう．

このように，携帯端末による ICT を活用した介入に

は多くの利点がある一方，多様な機能を用いて様々な

複合的アプローチができるが故に，どのようなメカニ

ズムによって効果が生じたのかが分かりにくい．本研

究で対象となった研究においても，例えば複数あるう

ちのどのアプローチがどれくらい効果に影響したのか，

等の検証をしている研究はほとんど見当たらなかった

が，山田ら（2004）は，対象者のやりとりしたメール

の内容と，介護者のストレスの内容についての相関関

係を検証していた．

これら携帯端末の多機能性や，柔軟性，対象者の範

囲が広い事などが，対象となった研究の介入の成果の

多様性につながっていると考えられる．医療施設や自

宅にいなくともメッセージを受け取れるというのは，安

心感につながるであろうし，携帯端末の画像および映

像機能を活用することは，情報をよりイメージしやす

くするであろうし，それらを見たい時にいつでも見返

すことが出来る事も，手技やセルフケアを学ぶ上で役

立つと考えられる． 

本研究の対象となった全ての研究において，何らか

の介入の成果を報告していたが，そのうちの 4 件は統

計的な裏付けがなかった．理由としては対象者の少な

さや，介入の評価方法等が考えられるが，エビデンス

の蓄積のためにも，適切な統計的検証ができるように

デザインされた研究が望まれる．

V．結　語

本研究の対象となった研究は，携帯端末と ICT の利

便性を活かし，幅広い範囲の対象者に様々な看護介入

を行っていた．その一方，その臨床試験においては，高

いエビデンスレベルの研究は少なく，効果の検証は十

分とは言えない．携帯端末機器の技術および ICT は今

後ますます発展していくと思われ，それに伴い，それ

らを活用した看護介入も今後は広がっていくであろう

と考えられる．それらの技術を活用する事で看護ケア

を発展させ質を向上させることも十分期待できると考

えられる．そのためにも看護における携帯端末による

ICT を活用した介入においても，信頼性の高い臨床研

究によって効果を検証することが，今後の大きな課題

であると考える．

本研究は科学研究補助金（基盤 C16K12241）の助成

を受けて実施した研究の一部である．
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